
 

 

 

 

2022 年 3 月 3 日 

 

２１世紀金融行動原則「運営委員長賞」の受賞について 

～中国地方の金融機関として初の受賞～ 

 

山陰合同銀行（頭取 山崎 徹）が推進する J-クレジットの仲介支援にかかる取り組みが、「持続可能

な社会の形成に向けた金融行動原則（通称：21 世紀金融行動原則）の 2021 年度定時総会において、特

別賞に当たる「運営委員長賞」を受賞しましたのでお知らせします。 

この賞は、21世紀金融行動原則事務局が持続可能な社会の形成に資する取組事例を募集し、その中か

ら金融機関の本業に即した取り組みとして優良なものを選定・表彰するものです。このたび、当行と官

民が連携した取り組みがＪ-クレジット制度の普及促進、森林への資金還流と環境保全の実現に寄与し

ていること等が評価され、受賞となりました。環境大臣賞（最優良取組事例）・特別賞を通じて、当行

は中国地方の金融機関としては初の受賞となります。 

 

記 

１．21世紀金融行動原則について（概要） 

 持続可能な社会の形成のために必要な責任と役割を果たしたいと考える金融機関の行動指針と

して 2011 年 10 月に策定された原則であり、署名金融機関は原則の趣旨を尊重し、その遵守に努め

ることが求められます。現在、国内の金融機関のうち 300 機関が署名しています。 

   

２．運営委員長賞受賞の取組事例と選定理由 

①取組事例概要   

タイトル： J-クレジットを活用した取引先の環境経営の実践と企業価値向上支援 

概 要： 2010年より J-クレジット（当時 J-VER）の普及およびカーボン・オフセットの取り

組みを拡大させるため、官民連携による「地域コーディネーター制度」の創設に関

わり、販売仲介支援を開始。同制度の仕組みが他の自治体や関係機関にも採用され

るとともに、販売仲介支援を実施するコーディネーターも着実に増加し、近年、活

動の活発化とともに実績が拡大。カーボン・ニュートラル、脱炭素社会の実現を通

じた持続可能な社会形成へ貢献する取り組み。 

【全体イメージ】 

 

【サステナビリティレポート 2021 参照 https://www.gogin.co.jp/ir/common/susrepo2021_11.pdf 】 
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②選定理由 

 J-クレジットが認証・発行される適正管理された森林を保有する鳥取県の地域性を活かした官民

連携の取組であり、地域金融機関が果たすべき責任と役割を認識し、地域課題に取組んでいる。 

 鳥取県とともに創設した当該制度は、仲介業務を当該行に限定せず、多くの関係者の参画を促し、 

J-クレジット制度の普及促進、森林への資金還流と環境保全を実現している。 

 2010年から開始した取組であるが、2021年度は仲介支援実績が急増（64件）。現在、Ｊ-クレジ

ット制度も柔軟な運用へ向けた制度改定等が見受けられ、今後利用者の拡大が見込まれる中、本

取組は J-クレジットを金融機関が活用する好事例で、他行のロールモデルとなる点から運営委

員長賞に選定する。（数値は 2021年 11月時点） 

  ■該当する 7原則■ 【原則 1】【原則 2】【原則 3】【原則 4】【原則 5】【原則 6】【原則 7】 

   

３．表彰式（予定） 

①日 時：2022年 3月 23日（水）15：00～15：30 

②場 所：環境省 22階 第一会議室 

以 上 

 

 

＜ご参考＞ 

～ 21世紀金融行動原則 ～ 

【原則 1】 
自らが果たすべき責任と役割を認識し、予防的アプローチの視点も踏まえ、それぞれ 

の事業を通じ持続可能な社会の形成に向けた最善の取組みを推進する。 

【原則 2】 

環境産業に代表される「持続可能な社会の形成に寄与する産業」の発展と競争力の向 

上に資する金融商品・サービスの開発・提供を通じ、持続可能なグローバル社会の形 

成に貢献する。 

【原則 3】 
地域の振興と持続可能性の向上の視点に立ち、中小企業などの環境配慮や市民の環境

意識の向上、災害への備えやコミュニティ活度をサポートする。 

【原則 4】 
持続可能な社会の形成には、多様なステークホルダーが連携することが重要と認識

し、かかる取組みに自ら参画するだけでなく主体的な役割を担うよう努める。 

【原則 5】 
環境関連法規の遵守にとどまらず、省資源・省エネルギー等の環境負荷の軽減に積極 

的に取り組み、サプライヤーにも働き掛けるように努める。 

【原則 6】 
社会の持続可能性を高める活動が経営的な課題であると認識するとともに、取組みの 

情報開示に努める。 

【原則 7】 
上記の取組みを日常業務において積極的に実践するために、環境や社会の問題に対す 

る自社の役職員の意識向上を図る。 

 

 


